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研究成果の概要（和文）： 

本研究の目的は，「企業による農業経営」や企業的農業経営に焦点をあて，参入
企業農業の地域社会・経済に与える影響を実証的に分析し、国際比較することであ
った。 本研究では、南九州におけるカット野菜事業をめぐる企業的農業経営の多角化の実態調
査を進め、また企業的農業経営と地域社会との関係を分析するため、外国人労働者と地域社会と
の関係について調査を行った。さらに、米国のCSA（Community Supported Agriculture)の調査
を行ない、CSAがビジネスとしての新たな局面にあることを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This study aimed to reveal relationships between newly-entered farming businesses 
and rural communities/economies. In Japan, farming businesses are developing their 
businesses by diversification and value-added strategies. In the US, CSAs (Community 
Supported Agriculture) are increasing, however, the relationships between CSA farm 
and members are gradually shifting to business-oriented ones.  
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１．研究開始当初の背景 

農業経営を取り巻く環境が大きく変化し，
農外からの企業による参入が増加している。
食品業や建設業を中心に数百社がこの数年
の間に農業参入した。この変化は，規制緩和
による制度的変化が可能にしたが，制度変更
以外にも複雑な要因が背景にあると考えら
れる。例えば，消費者の安全･安心への関心

の高まりは，農産物の生産流通に高度なトレ
ーサビリティを求め，食品産業に参入の動機
とビジネスチャンスを与えた。また，植物工
場等の技術発展は，植物工場での無農薬野菜
や「洗わずに食べられる野菜」の生産を可能
にし，それらは急速に販売額を伸ばしている。 

企業農業は規模的に大きく，100 人以上を雇
用する経営もあり，地域社会・経済に与える
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影響は大きい。工場での生産工程管理や，多
くの従業員の労務管理，マーケティング等は
企業が優位性をもつ部分であり，企業農業へ
の期待は高まっている。 

また，農業内部から成長し規模拡大した，
いわゆる企業“的”経営の中にも，「企業」
として地域超えた範囲で事業を展開するも
のも現れている。しかし，企業“的”経営か
ら企業農業への成長は必ずしも連続的では
なく，両者には経営管理面で大きな差異（実
力差）が存在する。 

企業の農業参入に対しては，慎重な意見も
根強くある。特に土地所有への懸念から，企
業の参入に否定的な意見も多い。参入解禁か
ら数年が経過し，企業農業の評価を実証的に
行う環境が整いつつある。同時に，先進的な
企業農業の経営ノウハウ、地域対応を研究す
ることは，他の企業的経営にとっても極めて
有用であろう。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，農外から参入が相次いでい
る「企業による農業経営」（以下，企業農業）
に焦点をあて，以下の３つを行うことであっ
た。 

(1) 参入企業による農業経営（企業農業）の
経営実態と成果を実証的かつ定量的に
明らかにすること 

(2) 参入企業農業の地域社会・経済に与える
影響を実証的に分析すること 

(3) 企業農業と地域社会・経済との関係を国
際比較すること 

上記の具体的課題を解明することにより，企
業農業の経営管理と地域への影響の実態を
明らかにする。それにより，企業による農業
参入の是非を含めた農業構造に関する議論
に実証的データを提供し，その結果日本農業
の発展に寄与することを，最終的な目的とし
た。 

 

３．研究の方法 

(1)研究計画・方法 
 研究は 3年計画とし，参入農業経営に対す
る調査を実施し企業農業の経営に関するデ
ータを蓄積した。また，過去に調査対象とし
てきた経営を，継続的に事例調査（定点観測）
し，分析を補強した。さらに，経営状況の推
移を観察・分析することも重視した。 
 米国においても，現地での聞き取り調査を
実施し，米国の企業農業の経営と地域・消費
者との関係を整理し，比較分析した。 
  
(2)研究対象 
 本研究が対象とする「企業農業」は，農家
の発展型である「企業“的”経営」ではなく，
営利を目的に組織的に事業を行う経営とし
た。企業農業を対象とするのは，企業農業は

必ずしも企業的経営の延長線上に無く，両者
の行動原理と経営管理は異なると考えたか
らである。 

より具体的には，「企業農業」として，専
門管理職層を有し，数十名以上を雇用する経
営を想定した。農外からの参入を主対象とす
るが，これらの条件を満たす場合，農内から
成長した経営も対象とした。 
 
４．研究成果 

本研究の目的は，「企業による農業経営」
や企業的農業経営に焦点をあて，（１）その
経営実態と成果を明らかにすること、（２）
参入企業農業の地域社会・経済に与える影響
を実証的に分析すること、（３）企業農業と
地域社会・経済との関係を国際比較すること、
であった。  

目的（１）について、企業的農業経営例え
ば、「植物工場」での野菜生産や、南九州に
おけるカット野菜事業をめぐる企業的農業
経営の多角化（6 次産業化）の実態調査を進
めた。参入企業は、葉物野菜などの周年栽培
でき、かつ栽培期間（サイクル）の比較的短
いものを選択する傾向にあった。また、販売
面では、卸売市場出荷を避け、独自の販売ル
ートを確立しているケースが多くみられた。
業務用（加工含む）への供給も多くの参入企
業がとり入れており、販売先の開拓と、取引
先との良好な関係維持のため、「営業」活動
に力を入れている経営が多くみられた。 

計画的、安定的な生産を行い、市場での価
格リスクを下げ、経営全体を計画的、安定的
にする戦略がとられており、一般的な家族農
業経営とは対照的であった。 

典型的なものが「植物工場」であるが、「植
物工場」産の野菜は、依然として消費者のイ
メージ（先入観）に差異があり、その特長を
訴求することができず、「植物工場」産であ
ることを前面に出したマーケティングがで
きていない。 

また「植物工場」は光源技術の発展（LED）
とコストの低下により普及が期待されたが、
東日本大震災以降の電力供給のひっ迫によ
り、社会的な関心は低下しつつある。他方、
クリーンな生産施設として、被災地での農業
の可能性も有しており、今後の展開を注視す
る必要がある。 

 
目的（２）については、企業的農業経営者・

労働者と地域社会との関係を分析するため、
企業的農業経営で農業に従事する外国人労
働者（実習生）と地域社会との関係について
調査を行い、その成果は ISSAAS Congress 
2011等で発表した。企業的経営には外国人実
習生を採用しているケースもみられるが、実
習生が経営や地域になじめないケースもみ
られる。しかし、良好な事例では、渡日前か



 

 

らコミュニケーションを行っているケース
もみられた。 

 
目的（３）については、米国のファーマー

ズ・マーケットと CSA（Community Supported 
Agriculture)の調査を行った。 

ファーマーズ・マーケットでの販売につい
ての調査を進めたが、一部の企業的農業経営
の販売活動が、ファーマーズ・マーケットの
運営に新たな問題を提起していることが明
らかになったことは重要な成果であった。フ
ァーマーズ・マーケットは、農家個人と消費
者の「顔の見える関係」を基礎に盛り上がり
を見せてきたが、売上が伸長する陰で、仕入
れ販売や販売員による販売も散見されるよ
うになっている。すでにそれへの対策（農場
検査の強化など）も検討されており、今後の
推移が注目される。 

CSA については、北東部で生まれ、近年カ
リフォルニア州など全米各地で急増してい
る。しかし、本研究の調査で明らかになった
ことは、CSA における農業者とメンバー関係
は変容を示しており、従来は、メンバーも農
業経営に参画し、互いにリスクをシェアする
モデルが典型的であったが、最近は、CSA が
単に一つの販売機会として位置付けられて
いるケースもみられ、むしろ数として増加し
ているのはこのタイプである。このようなケ
ースでは、メンバーが農業経営に参画するこ
とは稀で、意思決定に参加することは、ほと
んどない。 

このように、Alternative（代替的）な農
業のモデルとして米国で発展してきたファ
ーマーズ・マーケット、CSA も、こんにち「ビ
ジネス」として新たな局面にあることを示し
ている。 

 
これまで 3年間の研究の成果を、雑誌論文

7 編、著書 7冊（共著）、および 2冊のガイド
ブックとして取りまとめ、とくに「企業的農
業経営を対象とした農業経営学の展開方向」
として、企業的農業経営および参入企業の経
営行動を理論的にも整理することができた
ことは大きな成果であった。  
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